
資料2
平成 17年9月9日

食品・生活安全課

20月 齢以下牛のBSE自 主検査の実施について

( 経緯)

平成 1 3 年  9 月 2 1 日  :  日 本で最初 の B S E 牛 発見

平成 1 3 年 1 0 月 1 8 日  :  と 畜場 での B S E 全 頭検査 の開始

【牛海綿状脳症 対策特別措置法関係】

( 厚生労働省 ) 。 と畜場 におけ るB S E に 係 る検査 の対象 とな る月齢 を零 月 とする。

( 農林水産省 ) ・死 亡 した牛のB S E に 係 る検査 の対象 とな る月齢 を満 2 4 月 とする。

平成 1 6 年  9 月  9 日  :

内閣府 食品安全委員会が 「日本 におけ る牛海綿状脳症 ( B S E ) 対 策 について ( 中間 と

りまとめ) J 通 知

平成 1 6 年 1 0 月 1 5 日  :

内閣府食品安全 委員会への食品健康影響評価 の諮 問  ※ 厚生労働省 ・膜林水産省

【諮問 内容 】

( 1 ) と 畜場 におけ るB S E 検 査 について、検 査対象 となる年 の月齢 の改正等

( 2 ) 特 定危険部位 ( S R M ) の 除去の徹底

( 3 ) 飼 料規制 の実効性確 保 の強化

( 4 ) B S E に 関す る調査研究 の一層 の推進

平成 1 7 年  5 月  6 月  :  内 閣府食 品安全 委員会か らの食品健康影響評価 の結果

平成 1 7 年  7 月  1 月  :

厚生労働省関係 牛海綿状脳症対策特別措 置法施行規則 の一部改正 について

【改正 内容】

( 1 ) と 言場 におけ るB S E に 係 る検 奄の対象 となる牛の月齢 を規定す る施行規則第 1 条

を改 正 し、厚生労働 省今 で定め る月齢 を零 月か ら2 1 月 とす る。

( 2 ) 平 成 1 7 年 8 月 1 日 か ら施行す ること。

( 食品安全委 員会 の食品健康影響評価結果 結 論 か ら引用 )

( 1 ) B S E 検 査対 象牛 を今年齢か ら、 2 1 ヶ 月齢以 L の 牛 に変 更 した場 合 について、生

体牛 におけ る吉積度 と食 肉のわ染度 を定性的 ・定量的 に比較 した結 果、食 肉の汚染度

は全頭検査 した場 合 と 2 1 ヶ 月齢以上検 査 した場 合、いずれ において も 「無視 で きるJ

～ 「非常 に低 いJ と イt 定され、人 に対す る食品健康 彰響 ( リスク) は 、非常 に低 い

レベルの増加 に とどまるもの と判断 され る。



( 2 ) S R M (特 定 危 険 部 位 )除 去 は、 我 が 国 にお け る人 の vCJD(新 変 民 型 クロイツフェルト

ヤコデ 病 )リ ス クのlrt減に寄 与す る重 要 な対 策 で あ る。

そ の た め 、 SRM管 理 に関 す る施 策 の連 守 状 況 と適 切 な SRM汚 染 防 止 方 法 の 実施

状 況 を確 認 す るた め 、 と畜場 にお け る実 態 調 査 を定 期 的 に実施 す る こ とは リス ク回避

に有 効 で あ る。

食 肉 の BSE汚 染 リス クを さ らに低 減 させ るた め に、 ピ ッシ ン グの 中止 に 向 け て 、

具 体 的 な 日標 を設 定 し、 で き る限 り速 や か に進 め る必 要 が あ る。

また 、せ き髄 組 織 の飛 散 防 止、と畜解 体 方 法 に関 す る衛 生 標 準 作 業 手 順 (SSOP)

の連 守 につ い て は 、 引 き続 き徹 底 す る こ と と し、 SRM管 理 措 置 の有 効 性 につ い て検

証 して い く こ とが重 要 で あ る。

ス タ ンニ ン グ につ い て も、 有 効 な代 替 技 術 が現 状 で は見 当た らな い が 、 今 後 、 有

効 な方 法 の 導 入 につ い て検 討す る こ とが重 要 で あ る。

(3)輸 入 配 泥 合 飼 料 の原 料 につ い て届 け 出 が な され る こ とは、 牛 が BSEプ リオ ンに暴

蘇 され る リス クを低 減 す るの に有 効 で あ る。

また、 飼 料 輸 入 業 者 、 飼 料 製造 業 者 、 飼 料 販 売 業 者、 お よび 牛 飼 育 農 家 に対 す る検

奈 ,指 導 体 制 を強 化 す る こ とは 、飼 料 規 制 の有 効 性 を検 証 す るた め に重 要 で あ る。 具

体 的 な 目標 を設 定 し、 で き る限 り早 く達 成 す る必 要 が あ る。

(4)略

(対 応 ・課 題 )

(1)と 畜 場 に お け る BSEス ク リー ニ ン グ検 査 に つ い て 、特 別 措 置 法 施 行 規 則 の改 正 に

よ り、 20月 齢 以 下 の検 査 対 象外 牛 に つ い て も 、 当面 検査 を継 続 す る。

(2)・ ピ ッシ ン グ の 中止 に 向 け 、 3年 以 内 を 目標 と し、対 応 方 針 を検 討 す る。

(平 成 17年 9月 30日 まで に厚 生 労 働 省 へ 対 応 方 針 報 告 )

※ ピ ッシ ン グ中 止 精 導 の徹 底 につ い て

( 平成 1 7 年 4 月 1 9 日 、食安監発第0 4 1 9 0 0 1 号、厚生労働 省医薬食品局食品安全部監視完全課長通知 )

・せ き髄 組 織 の飛 散 防止 、 と畜解体 方法 に関 す る衛生標準 作業手 順 ( S S O P )

の道守 につ いて徹底 す る。

・牛 の枝 肉 につ いて 、高 圧洗浄効 果 の検証 を 目的 に、中枢神経 系組 織 の細 胞 マー

カーであ るグ リア繊維性酸性 タンパ ク ( G F A P ) の 残留量調査 を実施 す る。

X 平 成 1 7 年 度 と吉場 におけ る枝 肉の微i 物 汚染実態調査年について

( T 成 1 7 年 4 月 2 8 日 、 食安監 発売 0 4 2 8 0 0 1 号、厚 生労働 省医実 食 1 古局 食品安 全 部 監視 完全課長遮知 )
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平 成 1 7 年 7 月 1 日

厚生労働省医薬食品局食品安全部長

厚生労働省関係牛海綿状脳症対策特別措置法施行規則の一
部改正について

厚生労働省関係牛海綿状脳症対策特別措置法施行規則の一部を改正す る省令 (平成 1

7年 厚生労働省令第 110号 )が 本 日公布 され、これにより厚生労働省関係牛海綿状脳

症対策特別措置法施行規則 (平成 14年 厚生労働省令第 89号 。以下 「施行規則」 とい

う。)の
一部が平成 17年 8月 1日 に改正 されることとなるので、下記の事項に留意の

上、その運用に遺憾のなきよう取 り計 らわれたい。

記

第 1 改 正の趣 旨

平成 13年 9月 、国内において初めて牛海綿状脳症 (BSE)の 発生を確認 した。

厚生労働省 としては、食用 として処理 され るすべての牛を対象 としたBSE検 査を

全国一斉に開始するとともに、 と畜場における牛の特定部位 (頭部 (舌及び頬内を

除 く。)、せ き髄、回腸遠位部)の 除去 ・焼去,を法令上義務化 した (平成 13年 10

月 18日 施行)。これ らの国内対策は、当時、①牛の月齢が必ず しも確認できなか

ったこと、②国内でBSE感 染牛が初めて発見され、国民の間に強い不安があった

こと等の状況を踏まえて対策を開始 したものである.

平成 16年 9月 には、食品安全委員会においてBSE国 内対策に関する科学的な

評価 ・検証の結果 (別添 1)が とりまとめられた。

厚生労働省及び農林水産省は、この評価 `検証の結果を踏まえ、同年 10月 15

日に国内対策の見直 しについて食品安全委員会に諮問 し (別添 2)、 本年 5月 6日 、

答申 (別添 3)を 受けた ところであ り、これを踏 まえて、と畜場におけるBSE検

査の対象月齢の変更を行 うや)のである。



第 2 改 正の内容

と畜場におけるBSEに 係 る検査の対象 となる牛の月齢を規定する施行規則第 1

条を改正 し、厚生労働省令で定める月齢を零月か ら21月 とすること。

第 3 施 行期 日

平成 17年 8月 1日 から施行すること。

第 4 運 用上の注意

l BSE検 査については、本 日付けで通知する 「牛海綿状脳症に関す る検査の実

施についてJ(平 成 17年 7月 1日 付け食安発第 0701004号当職通知)に より改正

された 「牛海綿状脳症検査実施要領」に基づき適切に実施すること。

2 BSE検 査の結果については、速やかに食肉検査支援システムを活用 して報告

すること。
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平 成 1 7 年 7 月 1 日

厚生労働省医薬食品局食品安全部長

と畜場法施行規則の一部改正について

と畜場法施行規則の一部を改正する省令 (平成 17年 厚生労働省令第 111号 )が 本

日公布 され、これによりと畜場法施行規則 (昭和 28年 厚生省令第 44号 。以下 「施行

規則Jと い う。)の
一部が平成 17年 10月 1日 に改正 され ることとなるので、下記の

事項に留意の上、その運用に追憾のなきよう取 り計 らわれたい。

記

第 1 改 正の趣 旨

今般、めん羊及び山羊に係 る伝達性海綿状脳症の検査に迅速検査用キッ ト (エラ

イザ法)の 導入が可能 となったため、規則を改正 し、都道府県知事が簡易な検査を

実施する疾病 として伝達性海綿状脳症の うち牛に係 るものにめん羊及び山羊を加え

ることによって、牛同様エライザ法によるスクリーニング検査を実施することとし

たものである。

第 2 改 正の内容

都道府県知事が簡易な検査を実施する疾病を規定する施行規則第 13条 を改正 し、

厚生労働省令で定める疾病にめん羊及び山羊を加えること。

第 3 施 行期 日

平成 17年 10月 1日 から施行すること.

第 4 運 用上の注意

めん羊及び山羊の伝達性海綿状脳症検査については、平成 17年 10月 1日 まで

に別途通知する検査実施要領に基づき適切に実施すること。
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